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持続的な離島振興を目指すために，政府や地方自治体は離島地域への支援政策を展開している．その効

果を検証するためにはエビデンスを重視した政策評価の仕組みが必要である．本論文は，離島振興政策の

中で，観光に関する政策に着目し，宿泊施設を対象とした政策をケーススタディとして政策効果を定量的

に評価することを目的とする．本論文では，はじめに観光分野に関連する離島振興政策について，全国網

羅的に整理した．次に，整理した政策項目の中から宿泊施設への政策を抽出し，宿泊政策の有無と政策実

施前後の宿泊収容人数の増減との関連を実証した．今後の課題は，PSM-DIDによるアプローチで定量的な

政策評価をおこなうことである．  
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1.  はじめに 
 

2013年に現行法となる改正離島振興法が施行されて以
来，日本の離島地域では，離島振興計画にもとづき政策

が展開されている．しかしながら，離島振興にかかる多

くの政策が行われてきたにも関わらず，離島では人口減

少や高齢化が続き，本土との地域格差など，様々な課題

を抱えている．離島地域の安定的かつ継続的な発展のた

めには，効果的な政策の遂行が重要であり，そのために

は離島振興政策とその効果を明示することが肝要である．

また，2013年の改正離島振興法の下で，観光の振興がは
じめて明記された．離島地域は，従来から第 1次産業の
比重が本土地域に比べて高く，地域の伝統的な産業と観

光を有機的に組み合わせることによって，地域の活性化

を図る狙いがある１)．改正離島振興法のこの動きにあわ

せて，観光に着目した離島振興政策のあり方についての

研究も求められるだろう． 
離島振興政策の効果を検証しようとした場合，エビデ

ンスを重視した政策評価が求められる．その観点で現在

国が実施している離島振興政策評価をみると，都道府県

及び市町村における離島振興計画の取組状況についての

全体評価という方法が採用されている．そこでは，都道

府県としては概ね「計画どおりの成果がでた」と評価さ

れている．一方，計画を下回る成果と評価されたところ

もあるが，その理由としては，1)継続的な施策は実施し
ているものの新たな施策への取組が不十分であること，

2)人口減少と高齢化が著しく，成果が十分にでなかった
こと，3)人口規模が小さく，離島に特化した取組が十分
できていないことが指摘されている注1)． 
政策効果の把握については，評価対象となる政策の特

性に応じた限界がある注 2))．ただし，国土交通省が行っ

ている事後評価では，「離島等の振興を図る」という政

策目標に対し，「離島等の総人口」というただ一つの業

績指標でしか評価されていないのが現状である注 3))．そ

の理由の一つは，離島振興政策は多岐にわたるが，政策

効果を検証するために必要な統計データの整備が不足し

ていることが考えられる．しかしながら，データの制約

があったとしても，それぞれの政策から得られる効果は

各政策ごとに評価されるべきであり，政策の成果指標と

統計データが整合するところから評価検証されることが

望ましいと考えられる． 
そこで本研究では，離島振興政策の中で，観光に関す

る政策に着目し，政策効果を定量的に評価することを目

的とする．そして，本論文では観光に関する政策の中で
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宿泊施設を対象とした政策をケース・スタディとする．  
 
 

2.  既存研究のレビューと本研究の位置付け 
 
本章ではまず，離島振興政策等における全体的な研究

や離島振興法に関する研究を把握する．次いで，広く政

策評価とその評価手法に関する研究をレビューする． 
離島振興政策の位置づけについては従来，主に有人島

を対象として，海により隔絶された条件不利地として地

域振興が目指されてきた．近年では，人間が居住し経済

的生活を維持して国土を確保するという地政学的役割が

付され，離島自体に求められる役割の重要性が変化して

きていると指摘されている 2)．離島振興政策の内容につ

いては，国土交通省により，離島振興計画，離島活性化

交付金等事業計画，離島創生プラン，税制特例措置等で

ある．その中，現在，実行している離島振興計画

(2013−2022)については，終期を迎えつつある各計画の進
捗状況，現状及び課題を把握・評価するためにフォロー

アップを行っている注4)． 
離島観光に関する研究としては，国土交通省(2013)注 4)

が，離島地域の観光客数データを用いて，離島地域の観

光客数は全体的に減少傾向にあることを明らかにしてい

る．そのうえで，交流人口の拡大による地域の活性化を

図るためには，地域の幅広い資源を最大限に活用した観

光地域づくりを推進していくことが重要であると述べて

いる．馬場，萩野(2017)3)はSNS 上での鹿児島県甑島の話
題性を分析することで，投稿をする人々がどのような点

に興味を持ったのか分析した．その結果を踏まえ，鹿児

島県の離島地域において，その島固有の自然環境が主要

な観光資源となるため，自然環境を活用した観光振興施

策が有効であると指摘した．林(2019)4)は日間賀島のイン
フラ整備の歴史をたどりながら，離島が観光地として適

合するにはその島に関する公共交通及び生活インフラ整

備が大前提であることを確認した．これらは共通して

個々の離島を対象とした事例研究であり，小澤(2015)1)は
個別の島を単独で調査，または観光産業の歴史的変遷を

ふまえた枠組みでフォローした研究は存在するが，離島

と観光業について包括的に研究した先行研究は少ないこ

とを指摘している．そこで本研究では，離島振興計画書

(2013-2022)を用いて，観光分野に関する政策に着目し，
全国網羅的に離島振興政策による実施した効果を把握す

る点に特長がある． 
離島観光による政策評価の研究については，まず戸井

(2017)5)がその必要性を指摘している．現行の観光政策の
評価の仕組みの現状と課題を明らかにするとともに，資

金が有効に活用されているか否かを判断するには，観光

においても政策評価の仕組みが必要であることを通じて

観光政策評価の仕組みを考えるための視点について論じ

る．久保田(2019)6)は立法措置の視点で，離島振興施策の
事後評価を行う必要があると示した．国土交通省が行っ

ていた事後評価では，「離島等の振興を図る」といった

施策目標に対し，業績指標といった「離島等の総人口」

がしか評価されない現状である注3)． 
政策評価手法の研究としては，新屋(2012)7)は沖縄県の
観光政策評価において，評価結果が次の計画に活かされ

ないという問題を発見し，システムズエンジニアリング

の手法を用いた，政策評価指標の設計手法について論じ

ている．国土交通省(2018) 注2)は，離島振興施策の成果と

課題を明らかにすることで今後の離島振興施策の検討に

資することを目的とした政策評価書を公表している．観

光分野の成果と課題に着目すると，離島振興対策実施地

域の年間観光入込客数が増加したことを明らかにしてい

る．また，アンケート調査結果から，都道県および市町

村による政策を「計画通りの成果が出た」から「全く，

またはほとんど実施していない」までの段階で評価して

いる．以上のように，離島地域が実施する観光政策に関

する政策評価には，定量的指標に基づき分析を行った研

究は多くなく，個別の島を事例とする分析やアンケート

調査によって，政策達成状況を把握している．しかしな

がら，離島振興政策が長期的な計画であり，実施前後の

状況または島ごとの間の基本状況と比較できず，評価し

た結果が実施する政策によるものなのか，政策以外の要

因の影響を受けたものなのか判別することができない．

それに対して本研究では，離島振興政策の効果を検証す

るために，傾向スコアマッチング・差分の差分法(PSM-
DID: Propensity Score Matching-Difference in Difference analysis)
を採用し，定量的に評価する． 
統計的因果推論による分析手法である傾向スコアマッ

チング(PSM: Propensity Score Matching)については，共変量
調整による因果効果の推定と臨床医学・疫学・薬学・公

衆衛生分野での応用研究には非常によく利用されてきて

いる(星野ほか(2004)8))．さらに評価研究といわれる領域
でも，医療技術評価における傾向スコアマッチング研究

である(Ali ,et al. (2019)9))．中居ら(2021)10)はPSMを用いて処
置群と対照群の割り当てをランダム化することにより，

津波浸水想定が小地域の人口動態に与えた影響を分析し

た．松中ら(2020)11)は地方鉄道の存廃が駅勢圏における
年齢階層別人口の社会増減に及ぼす影響を，傾向スコア

マッチングを用いて推定した．差分の差分法(Difference in 
Difference analysis)は，特定の時点で制定されたポリシー
またはプログラムの効果を評価するための分析方法であ

る(Stuart,et al.(2014)12))．幅広い領域でも適用されている．
(例えば，マネジメント(Holm(2018)13)), ソーシャルメディ
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ア(Kumar,et al.(2016)14)), 医療政策(Wing, et al.(2018)15)),経済社
会(直井ら(2017)16))． 

PSMと DIDを組み合わせた PSM-DIDを用いた研究に，
Wetwitoo,et al.(2019)17)は高速鉄道(HSR)が沿線地域経済の生
産性および労働生産性に及ぼす影響を実証された．

Stuart, et al.(2014)17)は DIDモデルと組み合わせた傾向スコ
アの使用について説明した．特に複数の時点を考慮して，

傾向スコアモデルに含める変数を選択する際には注意点

になるところを指摘した．また，政策評価において

PSM-DID に関する研究としては，織田澤ら(2019)18)は統
計的因果推論の各手法について概説し，交通基盤整備効

果の推定を行う既往研究をレビューした上で，交通基盤

整備評価への適用に向けた論点整理を行うとともに展望

について述べている．その中で，傾向スコアマッチン

グ・差の差分法 (DID-PSM) を一つの手法として提案して
いる．大畑ら 19)は兵庫県で実施されてきた「地域再生大

作戦」政策を評価するために，傾向スコアマッチング・

差分の差分法を用いることによって，政策実施地域に対

する処置効果を計測した．しかし，本研究で対象とする

離島地域または観光振興政策を対象とした政策評価に関

する研究は見られない． 
本研究では，離島地域が行っている振興政策の効果を

検証する視点から，観光分野に関する政策を改めて整理

することで，PSM-DIDを用い，離島振興政策の効果を定
量的に評価することに特色がある． 

 
 

3.  研究方法とデータの選択 
 
本研究では離島振興政策を対象として，その政策効果

の検証を目指している．研究の遂行にあたり，1)離島振
興政策の整理，および 2)政策評価に用いる統計データの
二つが必要である．1)については，国土審議会および各

都道県が定める離島振興計画を用いて，都道県ごとの離

島振興計画の中で観光に関する取り組みを全て抽出し，

その内容を KJ法により整理する．1)の分析により，後
述の通り観光にかかわる離島振興政策を大項目と小項目

に分類することが可能だが，本研究ではその中から宿泊

施設についての施策を対象として，2)の検証をおこなう．
2)政策評価は，政策の実施前後で評価項目である宿泊収

容人数や宿泊客数等が増加するかどうかを検証するもの

であり，実施前後という少なくとも 2時点分の宿泊施設
に関するデータが必要である．本研究では，離島ごとの

宿泊施設データを集計するにあたり，観光庁の宿泊旅行

統計データを用いることにした． 
 
 

4.  離島振興計画書に向けた政策整理と結果 
 
離島振興計画は，国により全国を俯瞰した計画の下に，

それぞれの地域の特性を踏まえて都道府県単位の 26の
離島振興計画(2013-2022)で構成されている．現在全国で

展開されている離島振興政策を明らかにするために，本

研究ではこれら 26の計画を用いる．それぞれの離島振
興計画は概ね 15 程度の分野で構成されており，都道府

県ごとに項目の名称は若干異なっている．政策を整理す

る対象としては，項目の中の「観光分野」及び観光，来

訪者，地域資源などのキーワードがある政策とする．  
離島振興政策の整理については，まず，大項目を設定

する．大項目の分類する際の参考として，離島振興基本

方針，国土審議会離島振興対策分科会報告書，離島振興

計画フォローアップなどの資料を活用する．大項目につ

いては，例えば，離島振興対策実施地域の振興を図るた

めの基本方針により，観光分野への取組方針が「離島及

び離島周辺における自然，景観，海洋資源等を活用した

観光地域づくりを持続的に促進していくためには，地域

の自主的なルール作り等の取組により，これらの地域資

源を保全していく必要がある．」注 4)と記述されること

から，「地域資源の保全」を抽出し，一つの大項目とし

て構成した．また，「継続的な観光地域づくりを実施す

るため，地域が目指すべき方向性を企画立案し，関係者

との認識共有，合意形成等を行う人材を育成するなど，

地域における継続的・自律的な活動体制を確立すること

が重要である．」という記述から，「企画立案」「人材

を育成」「活動体制を確立」を抽出し，「組織体制」と

して，まとめられると考えた．このように，組織体制，

観光商品，情報発信，受入体制，地域資源の保全の五つ

の項目にわけることと設定した．そして，上記の資料に

参考して，都道府県ごと計画書の内容から，大項目とつ

ながる具体的な取組を抽出し，該当する小項目とキーワ

ードが設定した．キーワードについては，各小項目に該

当するかどうかを判断する基準することである． 
このように，都道府県ごとの各計画書を取りまとめ，

小項目およびキーワードを設定するとともに，小項目と

つながる内容を抽出し，設定した 5大項目と 22小項目

に該当する観光政策を整理した（表-1）． 
次に，表-1で整理した項目分類に従って，都道府県そ

れぞれの離島振興計画では，どの項目の施策を行ってい

るのか把握する．例えば，三重県の「観光の振興」分野

には，「島ガイドなどを担う観光人材の育成を進め」る

という記述がある．ここで，小項目「人材育成・人材交

流」のキーワードは「観光」であるが，三重県では明確

に観光人材との記載があるため，人材育成・人材交流に

関する施策を実施していると判定できる．他方，人材育
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成に関する記述は多くの計画書でみられるが，観光業に

関連する人材育成とは読み取れないものが多く，その場

合は非該当とした．また，「雇用機会の拡充」分野にも，

「漁業の担い手を確保するため，地域外から意欲のある

若い人材を新規就業者として受け入れる方策について検

討するとともに，観光業の担い手を養成するため，観光

企画づくり人材塾などを活用して，おもてなし力の向上

を図ります．」と記述されている．この記述についても

同様，「人材育成・人材交流」施策を実施しているもの

と判断できる． 
分析対象となる全国 26の離島振興計画書を同様の手

順で判別し，施策の実施状況を明らかにした．表-2は観
光に着目した離島振興政策の都道府県別実施状況を示し

たものである． 
 

 

表-1   離島振興政策の大項目と小項目 

 

その結果として，以下ことが明らかになった． 
1. 離島では情報発信や交流施設，産業との連携·特産

品の開発，地域資源の保全の順に取り組みが多く，80%
以上を示している． 

2. 地域資源の保全に向けた取り組みが多いことから，
離島では，観光開発と環境保全との両立を目指している

地域が多いことである． 
3. インバウンド観光に着目すると，離島では，インバ

ウンド観光への対応に関する取り組みが少ない． 
4. 活動体制の確立と地域間連携を一緒に考察すると，

地域間連携に向けて取り組んでいる地域が多いものの，

観光推進協会に関する取り組みが行われている地域が少

ないと言える．それに対して，連携がうまく進めるよう

に，離島との間をつなぐ・サポートする組織の充実が重

要だと考えられる． 
以上のように，現在日本全国で行われている離島振興

政策を網羅的に整理し，その特徴を明らかにした． 
 
 

5.  宿泊施設に関するデータ収集と基礎的な集計

結果 

 
本論文では，宿泊施設について政策を評価するために，

また，データの制約および時間的変化を考慮する上，離

島振興対策実施地域の中，26県の 144離島を対象とし，
2時点分の宿泊収容人数データを集計されたものを表-3
に示す．行は都道府県，と離島をあらわし，政策の有無

を 1と 0で記入される．次は宿泊収容人数データ，そし

て，計算した宿泊収容人数の増減率を示す．赤文字は減

少を表す． 
本研究では，離島ごとの宿泊施設データを集計するに

あたり，観光庁の宿泊旅行統計データを用いることにし

た．データの時点については，本研究の目的をふまえて，

離島振興計画書(2013-2022)による政策の効果を明らかに
するために，計画の終了に近い時点および開始の直前の

時点データを用いる．開始時点データとしては 2012年
を設定した．終了時点データについては，2019年の更新

される最新のデータとなる． 
対象となる離島地域については，離島振興法による離

島振興対策実施地域に含まれる有人離島は 254島である
(2021年)が，本研究では，データ制約があることから，
144離島となる． 
集計した結果については，1)2012年から2019年にかけ
て，宿泊収容人数減少していた離島は 54，増加してい
た離島は 68となる．増加していた離島の中，半分程度

の離島は宿泊施設に関する政策が実施されていた．2) 
2012年から 2019年にかけての宿泊収容人数増減率が一

大項目 小項目 キーワード

人材育成・人材交流 ・観光

活動体制の確立
・協会 ・計画 ・観光推進

体制

自主的なルール作り ・団体を支援する

地域間連携 ・地域間 ・広域連携

地域資源の活用（ 自然、
歴史、文化）

・資源の活用

滞在交流型観光
・滞在交流（エコツーリズ

ム等）
産業との連携・特産品の開

発
・産業連携 ・特産品

体験型観光の開発 ・体験型

体験学習するツーリズム

ボランティア活 動

誘致活動 ・交流人口 ・修学旅行

情報発信

インバウンド需要

情報提供体制 ・情報提供

宿泊施設 ・ 民泊受入体制  ・宿泊

避難・防災の整備

交流施設 ・施設  ・案内所等

教育旅行・体験学習

エコツーリズム等

地域資源の保全 ・持続的

・滞在交流観光
・観光ガイド

・ホスピタリティ ・リピータ
ー   ・満足度

地域資源
の保全

組織体制

観光商品

情報発信

受入体制

滞在交流型観光への受入
体制

観光メニューの開発
・内容の開発

・資源「アート・スポーツ
合宿誘致・イベント」
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表-2  観光に着目した都道府県別 離島振興政策の実態

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

大項目 小項目 キーワード
北
海
道

宮
城
県

山
形
県

東
京
都

新
潟
県

石
川
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

兵
庫
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

人材育成
・人材交流

・観光 ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

活動体制の確立
・協会
・計画

・観光推進体制

! ! ! !

自主的なルール作り ・団体を支援する ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

地域間連携 ・地域間・広域連携 ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

地域資源の活用（
自然、歴史、文化）

・資源の活用 ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

観光メニューの開発
・内容の開発

・資源「アート・スポーツ
合宿誘致・イベント」

! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

滞在交流型観光
・滞在交流

（エコツーリズム等）
! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

産業との連携・特産
品の開発

・産業連携
・特産品

! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

体験型観光の開発 ・体験型 ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

体験学習するツーリ
ズム

! ! ! ! ! ! ! ! ! !

ボランティア活 動 !

! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

! ! !

情報発信 ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

インバウンド需要 ! ! ! ! ! ! !

情報提供体制
・情報提供 ! ! ! ! ! ! !

! ! ! ! ! ! !

! ! ! ! ! ! ! !

! ! ! ! ! ! ! ! !

宿泊施設
・ 民泊受入体制

・宿泊
! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

避難・防災の整備 ! ! ! ! ! ! !

交流施設
・施設

・案内所等
! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

教育旅行
・体験学習

! ! ! ! ! ! ! !

エコツーリズム等 ! ! ! ! !

地域資源の保全 ・持続的 ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! ! !

地域資源
の保全

組織体制

観光商品

情報発信

誘致活動
・交流人口
・修学旅行

受入体制

滞在交流型観光へ
の受入体制

・滞在交流観光
・観光ガイド

・ホスピタリティ
・リピーター

・満足度
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表-3  離島別の宿泊施設収容人数の増減 

     

  
 

 
 

2019年度計 2012年度計 増減率 2019年度計 2012年度計 増減率

北海道 礼文島 0 1385 1346 0.03 香川県 大島 1 144 208 -0.31 

北海道 利尻島 0 1307 1824 -0.28 香川県
直島,牛ケ首岛,

屏風島,向島
1 992 204 3.86

北海道 焼尻島 0 180 200 -0.10 香川県 男木島 1 50 30 0.67
北海道 天売島 0 268 373 -0.28 香川県 櫃石島 1 20 20 0.00
北海道 奥尻島 0 718 959 -0.25 香川県 岩黒島 1 55 30 0.83
宮城県 大島 0 950 837 0.14 香川県 本島 1 60 15 3.00
宮城県 出島 0 15 26 -0.42 香川県 広島 1 24 50 -0.52 
宮城県 網地島 0 92 20 3.60 香川県 粟島 1 163 116 0.41
宮城県 田代島 0 67 61 0.10 香川県 伊吹島 1 57 20 1.85
宮城県 寒風沢島 0 30 20 0.50 愛媛県 魚島 1 4 4 0.00
宮城県 桂島 0 67 44 0.52 愛媛県 弓削島 1 90 81 0.11
山形県 飛島 1 347 366 -0.05 愛媛県 岩城島 1 30 167 -0.82 
東京都 大島 1 1845 2029 -0.09 愛媛県 馬島 1 35 35 0.00
東京都 利島 1 138 63 1.19 愛媛県 中島 1 275 50 4.50
東京都 新島 1 719 735 -0.02 愛媛県 津和地島 1 20 20 0.00
東京都 式根島 1 722 783 -0.08 愛媛県 戸島 1 10 10 0.00
東京都 神津島 1 1026 938 0.09 愛媛県 日振島 1 8 8 0.00
東京都 三宅島 1 571 450 0.27 高知県 沖の島 1 124 158 -0.22 
東京都 御蔵島 1 145 184 -0.21 高知県 鵜来島 1 54 32 0.69
東京都 八丈島 1 1519 1202 0.26 福岡県 藍島 1 44 36 0.22
東京都 青ケ島 1 100 89 0.12 福岡県 大島 1 246 245 0.00
新潟県 粟島 1 765 398 0.92 福岡県 相島 1 30 46 -0.35 
新潟県 佐渡島 1 6918 8576 -0.19 福岡県 小呂島 1 6 6 0.00
静岡県 初島 0 935 914 0.02 佐賀県 小川島 0 79 82 -0.04 
愛知県 佐久島 1 158 178 -0.11 佐賀県 加唐島 0 20 20 0.00
愛知県 日間賀島 1 2140 2200 -0.03 佐賀県 馬渡島 0 27 35 -0.23 
愛知県 篠島 1 934 928 0.01 佐賀県 向島 0 42 23 0.83
三重県 神島 0 46 144 -0.68 長崎県 泊島 0 23 15 0.53
三重県 答志島 0 881 1234 -0.29 長崎県 伊王島,沖之島 0 928 770 0.21
三重県 菅島 0 193 228 -0.15 長崎県 大島 0 12 15 -0.20 
三重県 坂手島 0 54 308 -0.82 長崎県 青島 0 177 143 0.24
三重県 渡鹿野島 0 568 567 0.00 長崎県 飛島 0 12 13 -0.08 
三重県 間崎島 0 537 728 -0.26 長崎県 大島 0 10 15 -0.33 
滋賀県 沖島 1 396 338 0.17 長崎県 度島 0 25 35 -0.29 
兵庫県 沼島 0 34 34 0.00 長崎県 高島 0 35 63 -0.44 
兵庫県 男鹿島 0 152 133 0.14 長崎県 宇久島 0 2172 195 10.14
兵庫県 家島,西島 0 169 138 0.22 長崎県 野崎島 0 63 80 -0.21 
兵庫県 坊勢島 0 544 378 0.44 長崎県 大島 0 255 265 -0.04 
島根県 島後 1 1168 1499 -0.22 長崎県 斑島 0 5 5 0.00
島根県 中ノ島 1 396 442 -0.10 長崎県 高島 0 184 188 -0.02 
島根県 西ノ島 1 623 845 -0.26 長崎県 漁生浦島 0 5 5 0.00
島根県 知夫里島 1 125 93 0.34 長崎県 奈留島 0 97 82 0.18
岡山県 大多府島 0 36 36 0.00 長崎県 久賀島 0 11 12 -0.08 
岡山県 鴻島 0 755 943 -0.20 長崎県 福江島 0 845 526 0.61
岡山県 犬島 0 20 50 -0.60 長崎県 赤島 0 21 10 1.10
岡山県 松島 0 144 143 0.01 長崎県 黒島 0 15 27 -0.44 
岡山県 六口島 0 497 504 -0.01 長崎県 島山島 0 48 25 0.92
岡山県 高島 0 95 174 -0.45 長崎県 平島 0 15 12 0.25
岡山県 白石島 0 228 238 -0.04 長崎県 松島 0 18 20 -0.10 
岡山県 北木島 0 136 45 2.02 長崎県 池島 0 28 28 0.00
岡山県 真鍋島 0 94 70 0.34 熊本県 湯島 1 123 115 0.07
岡山県 小飛島,大飛島 0 38 60 -0.37 熊本県 中島 1 65 65 0.00
広島県 走島 0 64 64 0.00 熊本県 牧島 1 10 12 -0.17 
広島県 細島 0 357 582 -0.39 熊本県 御所浦島 1 288 228 0.26
広島県 小佐木島 0 37 37 0.00 熊本県 横島 1 56 50 0.12
広島県 大崎上島 0 248 264 -0.06 大分県 姫島 0 195 265 -0.26 
広島県 似島 0 426 304 0.40 大分県 屋形島 , 深島 0 15 6 1.50
広島県 阿多田島 0 50 50 0.00 宮崎県 島野浦島 0 35 22 0.59
山口県 端島,柱島,黒島 0 109 109 0.00 宮崎県 大島 0 450 410 0.10
山口県 浮島 0 45 45 0.00 宮崎県 築島 0 8 40 -0.80 
山口県 笠佐島 0 5 5 0.00 鹿児島県 桂島 1 29 20 0.45
山口県 平郡島 0 27 48 -0.44 鹿児島県 上甑島 1 88 10 7.80
山口県 祝島 0 23 30 -0.23 鹿児島県 中甑島 1 69 18 2.83
山口県 長島 0 88 64 0.38 鹿児島県 下甑島 1 401 236 0.70
山口県 室津 0 18 85 -0.79 鹿児島県 種子島 1 2790 2478 0.13
山口県 大津島 0 138 63 1.19 鹿児島県 屋久島 1 3977 3614 0.10
山口県 野島 0 7 7 0.00 鹿児島県 口永良部島 1 124 77 0.61
山口県 蓋井島 0 20 10 1.00 鹿児島県 口之島 1 85 44 0.93
山口県 見島 0 209 220 -0.05 鹿児島県 中之島 1 43 20 1.15
徳島県 伊島 1 52 29 0.79 鹿児島県 平島 1 36 36 0.00
徳島県 出羽島 1 10 5 1.00 鹿児島県 悪石島 1 61 51 0.20
香川県 小豆島 1 4857 4469 0.09 鹿児島県 宝島 1 52 18 1.89

島  名 政策有無
宿泊施設収容人数/人

都道県名 島  名 政策有無 都道県名
宿泊施設収容人数/人
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番高いのが、長崎県の宇久島であった。宿泊施設タイプ

別では、ペンションなどが該当する簡易宿所の増加が確

認できる。宇久島は佐世保市本土から北西約 60km、五

島列島の北部に位置している。離島の振興を促進するた

めの佐世保市における産業の振興にする計画により、民

宿の拡張により、宿泊施設の充実が図られ、観光客等の

受け入れ態勢の整備が進められ、宇久島にはその政策効

果が表れたことが示唆される注5)． 
 
 

6.  おわりに 
 
本研究は，観光分野に関する離島振興政策を把握し，

その政策効果を定量的に検証した． 
離島振興計画書の内容を踏まえた政策整理については，

都道府県ごとの各計画書を取りまとめ，設定した 5大項

目と 22小項目に該当する観光政策を整理し，その特徴

を明らかにした．その結果，1)離島振興法による離島振
興対策実施地域では情報発信や交流施設，産業との連携

·特産品の開発，地域資源の保全の順に取り組みが多く，

80%以上を示している．2)地域資源の保全に向けた取り
組みが多いことから，離島では，観光開発と環境保全と

の両立を目指している地域が多いことである．3)インバ

ウンド観光については，離島では，インバウンド観光へ

の対応に関する取り組みが少ない．4)活動体制の確立お
よび地域間連携については，地域間連携に向けて取り組

んでいる地域が多いものの，観光推進協会に関する取り

組みが行われている地域が少ないと言える．それに対し

て，連携がうまく進めるように，離島との間をつなぐ・

サポートする組織の充実が重要だと考えられる．以上 4
つのことが明らかになった． 
宿泊施設に関するデータ収集と基礎的な集計結果につ

いては，本論文では，宿泊施設について政策を評価する

ために，また，データの制約および時間的変化を考慮す

る上，離島振興対策実施地域の中，26県の 144離島を対
象とし，2012年と2019年の2時点分の宿泊収容人数デー

タを用いて分析した．その特徴としては，1) 2012年から
2019年にかけて，宿泊収容人数減少していた離島は54，
増加していた離島は 68となる．増加していた離島の中，
半分程度の離島は宿泊施設に関する政策が実施している．

2) 2012年から 2019年にかけての宿泊収容人数増減率が

一番高いのが，長崎県の宇久島となることである．原因

としては，宿泊施設の簡易宿所(ペンション等)が大幅に
増加した．また，宇久島が佐世保市本土から良い位置し

ている．離島の振興を促進するための佐世保市における

産業の振興にする計画により，民宿の拡張をし，宿泊施

設の充実することを推進した結果から，宇久島にはその

効果が波及していると考えられる． 
全体の結論としては，本研究では離島振興に関する課

題を踏まえ，観光分野に関する政策を改めて整理し，宿

泊施設に関するデータ収集・集計を行い，その効果を検

証したものの，PSM-DIDによる定量的な評価は分析が可

能である．今後も研究を継続する必要がある．さらに，

離島振興計画書の中，記載されている政策には，適用的

な評価手法を検討する必要がある． 
 

謝辞：本研究の一部は JSPS 科学研究費助成（課題番
号：20H04436）を受けて実施したものです．ここに記し
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NOTES 
注1) 2021(令和３)年６月国土交通省国土政策局「離島振

興計画フォローアップ」． 
注2) 2005(平成 17)年 12 月 16 日閣議決定,(平成 29)年 7 月

28日一部変更,総務省「政策評価に関する基本方針」. 
注3) 2021(令和 3)年 国土交通省「事後評価実施計画」. 
注4) 2013(平成 25) 年国土交通省「離島振興対策実施地域

の振興を図るための基本方針」. 
注5)  2020(令和２)年３月２５日作成,長崎県佐世保市「離

島の振興を促進するための佐世保市における産業の

振興に関する計画」. 
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A Study on Evaluation of Effectiveness of Remote Island Development Policies 
-The Accommodation Policy 

 
Mingyang TANG, Takeshi KURIHARA 

 
In order to achieve sustainable development of remote islands, Japanese government are increasing the 

support for remote island regions. An evidence-based policy evaluation system is needed to verify the ef-
fectiveness of such policies. The purpose of this study is to examine the effectiveness of the "accommoda-
tion" policy as a case study which focusing on the policies related to tourism among the remote islands 
promotion policies. In this paper, first, we comprehensively summarize the tourism policies for the promo-
tion of remote is-lands throughout Japan. Then, we extracted accommodation policies from the list of pol-
icies and demon-strated the relationship between the presence or absence of accommodation policies and 
the increase or de-crease in the number of overnight tourists before and after the implementation of the 
policies. Finally,based on the results of the study, a quantitative policy evaluation by using the PSM-DID 
approach will be contacted in the future. 
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